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総 務 省 自 治 行 政 局 長 

（公 印 省 略） 

  

 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律による地方自治法の改正について（通知） 

 

  このたび、第 208回国会において「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備に関する法律（令和４年法律第 44 号）」（以下「第 12 次一括法」

という。）が成立し、本日公布されました。これは、令和３年 12 月 21 日に閣議決定された

「令和３年の地方からの提案等に関する対応方針」を踏まえ、所要の措置を講ずるものです。 

 第 12次一括法により地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）の一部が改正されます。 

貴職におかれては、下記事項に留意の上、その円滑な施行に向け、格別の配慮をされると

ともに、各都道府県知事におかれては、貴都道府県内の指定都市を除く市町村の長及び議会

の議長に対してもこの旨周知願います。 

第 12 次一括法の施行に伴う必要な省令の改正については、追ってこれを行い、別途通知

する予定です。 

なお、本通知は地方自治法第 245条の４第１項に基づく技術的な助言であることを申し添

えます。 

 

記 

 

第一 改正の概要（第 12次一括法第１条関係） 

 １ 認可地縁団体における書面又は電磁的方法による決議の規定の創設（改正後の地方自

治法（以下「新法」という。）第 260条の 18 及び第 260条の 19の２関係） 

    地方自治法又は規約により認可地縁団体の総会において決議をすべき場合におい

殿 
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て、構成員全員の承諾があるときは、書面又は電磁的方法による決議をすることがで

きるものとしたこと。 

地方自治法又は規約により認可地縁団体の総会において決議すべきものとされた 

   事項について、構成員全員の書面又は電磁的方法による合意があったときは、書面又 

は電磁的方法による決議があったものとみなすものとしたこと。 

２ 認可地縁団体の解散に伴う清算人による債権者に対する債権の申出の催告に関する

公告の回数の見直し（新法第 260条の 28関係） 

    認可地縁団体が解散したときの清算人による債権者に対する債権の申出の催告に

関する公告について、その回数を三回以上から一回としたこと。 

 ３ 認可地縁団体同士の合併の規定の創設（新法第 260 条の 20、第 260 条の 24、第 260

条の 31、第 260条の 38から第 260条の 45まで及び第 260条の 48関係） 

認可地縁団体は、同一市町村内の他の認可地縁団体と合併することができるものと 

   したこと。 

 

第二 施行期日等 

 １ 施行期日（第 12次一括法附則第１条関係） 

第 12次一括法（地方自治法関係）は、次に掲げる日から施行するものとされたこと。 

    一 上記第一の１及び２に関する規定 公布の日から起算して三月を経過した日 

（令和４年８月 20日） 

    二 上記第一の３に関する規定 令和５年４月１日 

 

 ２ 罰則に関する経過措置（第 12次一括法附則第５条関係） 

第 12次一括法の施行前にした行為に対する罰則※の適用については、なお従前の 

例によるものとしたこと。 

※地方自治法に関しては、改正前の同法第 260条の 40第２号が該当。 

  

第三 その他の事項 

１ 各市町村においては、管内の認可地縁団体への周知等が必要になるものと考えられる

こと。 

 

２ 認可地縁団体に関する要綱、手引き等を定めている市町村においては、それらの改定

等が必要になるものと考えられること。 

 

 

別添１ 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律（令和４年法律第 44号）（条文） 

別添２ （抜粋）地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律（令和４年法律第 44号）（新旧対照表） 
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地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律

目
次第

一
章

総
務
省
関
係
（
第
一
条
・
第
二
条
）

第
二
章

厚
生
労
働
省
関
係
（
第
三
条
―
第
七
条
）

第
三
章

農
林
水
産
省
関
係
（
第
八
条
・
第
九
条
）

第
四
章

経
済
産
業
省
関
係
（
第
十
条
）

第
五
章

国
土
交
通
省
関
係
（
第
十
一
条
・
第
十
二
条
）

附
則

第
一
章

総
務
省
関
係

（
地
方
自
治
法
の
一
部
改
正
）

第
一
条

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
百
六
十
条
の
十
八
第
三
項
中
「
い
う
」
の
下
に
「
。
第
二
百
六
十
条
の
十
九
の
二
に
お
い
て
同
じ
」
を
加
え
る
。

第
二
百
六
十
条
の
十
九
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

3
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第
二
百
六
十
条
の
十
九
の
二

こ
の
法
律
又
は
規
約
に
よ
り
総
会
に
お
い
て
決
議
を
す
べ
き
場
合
に
お
い
て
、
構
成
員
全
員

の
承
諾
が
あ
る
と
き
は
、
書
面
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
る
決
議
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
電
磁
的
方
法
に
よ
る

決
議
に
係
る
構
成
員
の
承
諾
に
つ
い
て
は
、
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

こ
の
法
律
又
は
規
約
に
よ
り
総
会
に
お
い
て
決
議
す
べ
き
も
の
と
さ
れ
た
事
項
に
つ
い
て
は
、
構
成
員
全
員
の
書
面
又

は
電
磁
的
方
法
に
よ
る
合
意
が
あ
つ
た
と
き
は
、
書
面
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
る
決
議
が
あ
つ
た
も
の
と
み
な
す
。

こ
の
法
律
又
は
規
約
に
よ
り
総
会
に
お
い
て
決
議
す
べ
き
も
の
と
さ
れ
た
事
項
に
つ
い
て
の
書
面
又
は
電
磁
的
方
法
に

よ
る
決
議
は
、
総
会
の
決
議
と
同
一
の
効
力
を
有
す
る
。

総
会
に
関
す
る
規
定
は
、
書
面
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
る
決
議
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
二
百
六
十
条
の
二
十
第
三
号
中
「
認
可
」
を
「
第
二
百
六
十
条
の
二
第
十
四
項
の
規
定
に
よ
る
同
条
第
一
項
の
認
可
」

に
改
め
、
同
条
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

六

合
併
（
合
併
に
よ
り
当
該
認
可
地
縁
団
体
が
消
滅
す
る
場
合
に
限
る
。
）

第
二
百
六
十
条
の
二
十
四
中
「
決
定
」
の
下
に
「
及
び
合
併
」
を
加
え
る
。

第
二
百
六
十
条
の
二
十
八
第
一
項
中
「
の
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
、
少
な
く
と
も
三
回
の
」
を
「
後
遅
滞
な
く
、
」
に
、
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「
二
箇
月
を
」
を
「
二
月
を
」
に
改
め
る
。

第
二
百
六
十
条
の
三
十
一
第
一
項
中
「
財
産
は
」
の
下
に
「
、
破
産
手
続
開
始
の
決
定
及
び
合
併
に
よ
る
解
散
の
場
合
を

除
き
」
を
加
え
る
。

第
二
百
六
十
条
の
四
十
中
「
に
お
い
て
は
」
を
「
に
は
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

三

第
二
百
六
十
条
の
四
十
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
財
産
目
録
を
作
成
せ
ず
、
若
し
く
は
備
え
置
か
ず
、
又
は
こ

れ
に
記
載
す
べ
き
事
項
を
記
載
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の
記
載
を
し
た
と
き
。

四

第
二
百
六
十
条
の
四
十
第
二
項
又
は
第
二
百
六
十
条
の
四
十
一
第
二
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
合
併
を
し
た
と
き
。

第
二
百
六
十
条
の
四
十
を
第
二
百
六
十
条
の
四
十
八
と
し
、
第
二
百
六
十
条
の
三
十
九
を
第
二
百
六
十
条
の
四
十
七
と

し
、
第
二
百
六
十
条
の
三
十
八
を
第
二
百
六
十
条
の
四
十
六
と
し
、
第
二
百
六
十
条
の
三
十
七
の
次
に
次
の
八
条
を
加
え

る
。

第
二
百
六
十
条
の
三
十
八

認
可
地
縁
団
体
は
、
同
一
市
町
村
内
の
他
の
認
可
地
縁
団
体
と
合
併
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
二
百
六
十
条
の
三
十
九

認
可
地
縁
団
体
が
合
併
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
総
会
の
決
議
を
経
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

前
項
の
決
議
は
、
総
構
成
員
の
四
分
の
三
以
上
の
多
数
を
も
つ
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
規
約
に
別
段
の

5
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定
め
が
あ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

合
併
は
、
市
町
村
長
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
、
そ
の
効
力
を
生
じ
な
い
。

第
二
百
六
十
条
の
二
第
二
項
及
び
第
五
項
の
規
定
は
、
前
項
の
認
可
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同

条
第
二
項
第
一
号
中
「
現
に
そ
の
活
動
を
」
と
あ
る
の
は
、
「
合
併
し
よ
う
と
す
る
各
認
可
地
縁
団
体
が
連
携
し
て
当
該

目
的
に
資
す
る
活
動
を
現
に
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
二
百
六
十
条
の
四
十

認
可
地
縁
団
体
は
、
前
条
第
三
項
の
認
可
が
あ
つ
た
と
き
は
、
そ
の
認
可
の
通
知
の
あ
つ
た
日
か

ら
二
週
間
以
内
に
、
財
産
目
録
を
作
成
し
、
次
項
の
規
定
に
よ
り
債
権
者
が
異
議
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
期
間
が
満
了

す
る
ま
で
の
間
、
こ
れ
を
そ
の
主
た
る
事
務
所
に
備
え
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

認
可
地
縁
団
体
は
、
前
条
第
三
項
の
認
可
が
あ
つ
た
と
き
は
、
そ
の
認
可
の
通
知
の
あ
つ
た
日
か
ら
二
週
間
以
内
に
、

そ
の
債
権
者
に
対
し
、
合
併
に
異
議
が
あ
れ
ば
一
定
の
期
間
内
に
述
べ
る
べ
き
こ
と
を
公
告
し
、
か
つ
、
判
明
し
て
い
る

債
権
者
に
対
し
て
は
、
各
別
に
こ
れ
を
催
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
期
間
は
、
二
月
を
下

る
こ
と
が
で
き
な
い
。

第
二
百
六
十
条
の
四
十
一

債
権
者
が
前
条
第
二
項
の
期
間
内
に
異
議
を
述
べ
な
か
つ
た
と
き
は
、
合
併
を
承
認
し
た
も
の

6
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と
み
な
す
。

債
権
者
が
異
議
を
述
べ
た
と
き
は
、
認
可
地
縁
団
体
は
、
弁
済
し
、
若
し
く
は
相
当
の
担
保
を
供
し
、
又
は
そ
の
債
権

者
に
弁
済
を
受
け
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
信
託
会
社
若
し
く
は
信
託
業
務
を
営
む
金
融
機
関
に
相
当
の
財
産
を
信
託

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
合
併
を
し
て
も
そ
の
債
権
者
を
害
す
る
お
そ
れ
が
な
い
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な

い
。合

併
し
よ
う
と
す
る
各
認
可
地
縁
団
体
は
、
前
条
及
び
前
二
項
の
規
定
に
よ
る
手
続
が
終
了
し
た
場
合
に
は
、
総
務
省

令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
共
同
で
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
市
町
村
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
百
六
十
条
の
四
十
二

合
併
に
よ
り
認
可
地
縁
団
体
を
設
立
す
る
場
合
に
は
、
規
約
の
作
成
そ
の
他
認
可
地
縁
団
体
の

設
立
に
関
す
る
事
務
は
、
各
認
可
地
縁
団
体
に
お
い
て
選
任
し
た
者
が
共
同
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
百
六
十
条
の
四
十
三

合
併
後
存
続
す
る
認
可
地
縁
団
体
又
は
合
併
に
よ
り
設
立
し
た
認
可
地
縁
団
体
は
、
合
併
に
よ

り
消
滅
し
た
認
可
地
縁
団
体
の
一
切
の
権
利
義
務
（
当
該
認
可
地
縁
団
体
が
そ
の
行
う
活
動
に
関
し
行
政
庁
の
認
可
そ
の

他
の
処
分
に
基
づ
い
て
有
す
る
権
利
義
務
を
含
む
。
）
を
承
継
す
る
。

第
二
百
六
十
条
の
四
十
四

市
町
村
長
は
、
第
二
百
六
十
条
の
四
十
一
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
あ
つ
た
と
き
は
、
当

7
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該
届
出
に
係
る
合
併
に
つ
い
て
第
二
百
六
十
条
の
三
十
九
第
三
項
の
認
可
を
し
た
旨
そ
の
他
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項
を

告
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

認
可
地
縁
団
体
の
合
併
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
告
示
に
よ
り
そ
の
効
力
を
生
ず
る
。

合
併
に
よ
り
設
立
し
た
団
体
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
告
示
の
日
に
お
い
て
認
可
地
縁
団
体
と
な
つ
た
も
の
と
み
な

す
。第

一
項
の
規
定
に
よ
り
告
示
し
た
事
項
は
、
第
二
百
六
十
条
の
二
第
十
項
の
規
定
に
よ
り
告
示
し
た
事
項
と
み
な
す
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
合
併
後
存
続
す
る
認
可
地
縁
団
体
に
係
る
同
項
の
規
定
に
よ
る
従
前
の
告
示
は
、
そ
の
効
力
を
失

う
。第

二
百
六
十
条
の
四
第
一
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
告
示
が
あ
つ
た
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
二
百
六
十
条
の
四
十
五

市
町
村
長
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
第
二
百
六
十
条
の
三
十
九
第
三

項
の
認
可
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。

一

第
二
百
六
十
条
の
三
十
九
第
三
項
の
認
可
を
し
た
日
か
ら
六
月
を
経
過
し
て
も
第
二
百
六
十
条
の
四
十
一
第
三
項
の

規
定
に
よ
る
届
出
が
な
い
と
き
。

8
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二

認
可
地
縁
団
体
が
不
正
な
手
段
に
よ
り
第
二
百
六
十
条
の
三
十
九
第
三
項
の
認
可
を
受
け
た
と
き
。

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
告
示
後
に
前
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
第
二
百
六
十
条
の
三

十
九
第
三
項
の
認
可
が
取
り
消
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
認
可
に
係
る
合
併
を
し
た
認
可
地
縁
団
体
は
、
当
該
合
併
の
効
力

が
生
じ
た
日
後
に
合
併
後
存
続
し
た
認
可
地
縁
団
体
又
は
合
併
に
よ
り
設
立
し
た
認
可
地
縁
団
体
が
負
担
し
た
債
務
に
つ

い
て
、
連
帯
し
て
弁
済
す
る
責
任
を
負
う
。

前
項
に
規
定
す
る
場
合
に
は
、
当
該
合
併
の
効
力
が
生
じ
た
日
後
に
合
併
後
存
続
し
た
認
可
地
縁
団
体
又
は
合
併
に
よ

り
設
立
し
た
認
可
地
縁
団
体
が
取
得
し
た
財
産
は
、
当
該
合
併
を
し
た
認
可
地
縁
団
体
の
共
有
に
属
す
る
。

前
二
項
に
規
定
す
る
場
合
に
は
、
各
認
可
地
縁
団
体
の
第
二
項
の
債
務
の
負
担
部
分
及
び
前
項
の
財
産
の
共
有
持
分

は
、
各
認
可
地
縁
団
体
の
協
議
に
よ
つ
て
定
め
る
。

（
住
民
基
本
台
帳
法
の
一
部
改
正
）

第
二
条

住
民
基
本
台
帳
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
八
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
二
中
五
の
三
十
四
の
項
を
五
の
三
十
五
の
項
と
し
、
五
の
二
十
八
の
項
か
ら
五
の
三
十
三
の
項
ま
で
を
一
項
ず
つ

繰
り
下
げ
、
同
表
の
五
の
二
十
七
の
項
中
「
別
表
第
四
の
四
の
二
十
七
の
項
」
を
「
別
表
第
四
の
四
の
二
十
八
の
項
」
に
改

9
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め
、
同
項
を
同
表
の
五
の
二
十
八
の
項
と
し
、
同
表
中
五
の
二
十
六
の
項
を
五
の
二
十
七
の
項
と
し
、
五
の
二
の
項
か
ら
五

の
二
十
五
の
項
ま
で
を
一
項
ず
つ
繰
り
下
げ
、
五
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

五
の
二

市
町
村
長

水
道
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百
七
十
七
号
）
に
よ
る
同
法
第
二
十
五
条

の
二
第
一
項
（
同
法
第
二
十
五
条
の
三
の
二
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
）
の
申
請
又
は
同
法
第
二
十
五
条
の
七
の
届
出
に
関
す
る
事
務

で
あ
つ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の

別
表
第
二
の
七
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

七
の
二

市
町
村
長

国
土
調
査
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
号
）
に
よ
る
同
法
第
六
条
第

三
項
の
指
定
を
受
け
た
地
籍
調
査
又
は
同
法
第
六
条
の
四
第
一
項
の
地
籍
調

査
に
関
す
る
事
務
で
あ
つ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の

別
表
第
二
の
九
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

九
の
二

市
町
村
長

空
家
等
対
策
の
推
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
百
二

十
七
号
）
に
よ
る
同
法
第
九
条
第
一
項
の
調
査
に
関
す
る
事
務
で
あ
つ
て
総

10
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務
省
令
で
定
め
る
も
の

別
表
第
三
中
六
の
三
の
項
を
六
の
四
の
項
と
し
、
六
の
二
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

六
の
三

都
道
府
県
知
事

水
道
法
に
よ
る
同
法
第
二
十
五
条
の
二
第
一
項
（
同
法
第
二
十
五
条
の
三
の

二
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
申
請
又
は
同
法
第
二
十

五
条
の
七
の
届
出
に
関
す
る
事
務
で
あ
つ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の

別
表
第
三
の
二
十
二
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

二
十
二
の
二

都
道
府
県
知
事

国
土
調
査
法
に
よ
る
同
法
第
五
条
第
四
項
の
指
定
を
受
け
た
地
籍
調
査
又
は

同
法
第
六
条
の
四
第
一
項
の
地
籍
調
査
に
関
す
る
事
務
で
あ
つ
て
総
務
省
令

で
定
め
る
も
の

別
表
第
四
中
四
の
三
十
四
の
項
を
四
の
三
十
五
の
項
と
し
、
四
の
二
の
項
か
ら
四
の
三
十
三
の
項
ま
で
を
一
項
ず
つ
繰
り

下
げ
、
四
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

四
の
二

市
町
村
長

水
道
法
に
よ
る
同
法
第
二
十
五
条
の
二
第
一
項
（
同
法
第
二
十
五
条
の
三
の

二
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
申
請
又
は
同
法
第
二
十

11
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五
条
の
七
の
届
出
に
関
す
る
事
務
で
あ
つ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の

別
表
第
四
の
六
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

六
の
二

市
町
村
長

国
土
調
査
法
に
よ
る
同
法
第
六
条
第
三
項
の
指
定
を
受
け
た
地
籍
調
査
又
は

同
法
第
六
条
の
四
第
一
項
の
地
籍
調
査
に
関
す
る
事
務
で
あ
つ
て
総
務
省
令

で
定
め
る
も
の

別
表
第
四
の
八
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

八
の
二

市
町
村
長

空
家
等
対
策
の
推
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
に
よ
る
同
法
第
九
条
第
一
項
の

調
査
に
関
す
る
事
務
で
あ
つ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の

別
表
第
五
中
第
七
号
の
三
を
第
七
号
の
四
と
し
、
第
七
号
の
二
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

七
の
三

水
道
法
に
よ
る
同
法
第
二
十
五
条
の
二
第
一
項
（
同
法
第
二
十
五
条
の
三
の
二
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
）
の
申
請
又
は
同
法
第
二
十
五
条
の
七
の
届
出
に
関
す
る
事
務
で
あ
つ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の

別
表
第
五
第
二
十
七
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

二
十
七
の
二

国
土
調
査
法
に
よ
る
同
法
第
五
条
第
四
項
の
指
定
を
受
け
た
地
籍
調
査
又
は
同
法
第
六
条
の
四
第
一
項
の

12
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地
籍
調
査
に
関
す
る
事
務
で
あ
つ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の

第
二
章

厚
生
労
働
省
関
係

（
児
童
福
祉
法
の
一
部
改
正
）

第
三
条

児
童
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
九
条
の
五
第
二
項
後
段
を
削
り
、
同
条
第
三
項
中
「
行
つ
た
と
き
は
、
」
を
「
行
う
場
合
に
お
い
て
、
必
要
が
あ
る

と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
医
療
費
支
給
認
定
保
護
者
又
は
当
該
医
療
費
支
給
認
定
患
者
に
対
し
、
医
療
受
給
者
証
の
提
出
を

求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
都
道
府
県
は
、
当
該
」
に
改
め
る
。

（
医
師
法
の
一
部
改
正
）

第
四
条

医
師
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
六
条
第
三
項
に
次
の
た
だ
し
書
を
加
え
る
。

た
だ
し
、
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
第
六
条

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
届
出
を
同
項
に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
行
う
と
き
は
、
都
道
府
県
知
事

を
経
由
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

13
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（
歯
科
医
師
法
の
一
部
改
正
）

第
五
条

歯
科
医
師
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
六
条
第
三
項
に
次
の
た
だ
し
書
を
加
え
る
。

た
だ
し
、
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
第
六
条

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
届
出
を
同
項
に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
行
う
と
き
は
、
都
道
府
県
知
事

を
経
由
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

（
薬
剤
師
法
の
一
部
改
正
）

第
六
条

薬
剤
師
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
四
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
九
条
に
次
の
た
だ
し
書
を
加
え
る
。

た
だ
し
、
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
第
六
条

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
届
出
を
同
項
に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
行
う
と
き
は
、
都
道
府
県
知
事

を
経
由
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

（
難
病
の
患
者
に
対
す
る
医
療
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

14
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第
七
条

難
病
の
患
者
に
対
す
る
医
療
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
五
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。第

七
条
第
四
項
中
「
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
指
定
医
療
機
関
の
名
称
」
を
削
る
。

第
十
条
第
二
項
後
段
を
削
り
、
同
条
第
三
項
中
「
行
っ
た
と
き
は
、
」
を
「
行
う
場
合
に
お
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め

る
と
き
は
、
当
該
支
給
認
定
患
者
等
に
対
し
、
医
療
受
給
者
証
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

都
道
府
県
は
、
当
該
」
に
改
め
る
。

第
三
章

農
林
水
産
省
関
係

（
土
地
改
良
法
の
一
部
改
正
）

第
八
条

土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
九
十
六
条
の
四
第
一
項
中
「
第
二
十
項
、
第
九
十
条
第
四
項
」
の
下
に
「
及
び
第
七
項
」
を
、
「
と
し
て
、
」
と
」
の

下
に
「
、
「
で
き
る
」
と
あ
る
の
は
「
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
八
十
七
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
行
う
土

地
改
良
事
業
に
係
る
賦
課
徴
収
に
つ
い
て
は
、
市
町
村
は
、
そ
の
賦
課
徴
収
を
受
け
る
べ
き
者
の
三
分
の
二
以
上
の
同
意
を

得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
」
を
、
「
「
土
地
改
良
事
業
」
の
下
に
「
（
第
八
十
七
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
行
う
土

15
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地
改
良
事
業
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
「
、
「
国
又
は
都
道
府
県
は
、
応
急
工
事
計
画
を
定
め
て
」
と
あ
る
の
は
「
市
町
村

は
、
当
該
市
町
村
の
議
会
の
議
決
を
経
て
応
急
工
事
計
画
を
定
め
、
」
と
」
を
削
り
、
「
得
て
」
と
」
の
下
に
「
、
同
条
第

七
項
中
「
第
二
項
、
第
四
項
又
は
前
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
四
項
」
と
、
「
第
八
十
七
条
の
四
第
一
項
又
は
第
八
十
七
条
の

五
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
八
十
七
条
の
五
第
一
項
」
と
」
を
加
え
る
。

（
農
村
地
域
へ
の
産
業
の
導
入
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
九
条

農
村
地
域
へ
の
産
業
の
導
入
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
百
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
二
項
第
一
号
中
「
導
入
す
べ
き
産
業
の
業
種
そ
の
他
」
を
削
る
。

第
四
章

経
済
産
業
省
関
係

（
液
化
石
油
ガ
ス
の
保
安
の
確
保
及
び
取
引
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
十
条

液
化
石
油
ガ
ス
の
保
安
の
確
保
及
び
取
引
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
百
四
十
九
号
）
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
第
一
項
中
「
都
道
府
県
知
事
」
の
下
に
「
（
一
の
指
定
都
市
（
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七

16
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号
）
第
二
百
五
十
二
条
の
十
九
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
都
市
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
区
域
内
に
の
み
販
売
所
を
設
置

し
て
そ
の
事
業
を
行
お
う
と
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
販
売
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
指
定
都
市
の
長
）
」
を
加
え
、

同
条
第
二
項
中
「
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
、
都
道
府
県
知
事
又
は
指
定
都
市
の
長
（
以
下
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
と
い

う
。
）
」
に
改
め
る
。

第
三
条
の
二
及
び
第
四
条
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
改
め
る
。

第
六
条
中
「
一
に
」
を
「
い
ず
れ
か
に
」
に
、
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
改

め
、
同
条
第
一
号
中
「
都
道
府
県
」
の
下
に
「
又
は
指
定
都
市
」
を
加
え
、
同
条
第
二
号
中
「
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に

お
け
る
販
売
所
を
廃
止
し
て
、
」
を
削
り
、
「
一
の
都
道
府
県
」
の
下
に
「
又
は
一
の
指
定
都
市
」
を
加
え
、
「
販
売
所
を

設
置
す
る
」
を
「
の
み
販
売
所
を
有
す
る
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

四

指
定
都
市
の
長
の
登
録
を
受
け
た
者
が
当
該
指
定
都
市
の
区
域
以
外
の
区
域
内
に
販
売
所
を
有
す
る
こ
と
と
な
つ
た

と
き
。

第
八
条
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
改
め
る
。

第
十
条
第
二
項
中
「
一
に
」
を
「
い
ず
れ
か
に
」
に
、
「
を
受
け
た
事
業
」
を
「
若
し
く
は
指
定
都
市
の
長
の
登
録
を
受

17
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け
た
事
業
」
に
、
「
を
受
け
た
も
の
に
」
を
「
若
し
く
は
指
定
都
市
の
長
の
登
録
を
受
け
た
も
の
に
」
に
、
「
に
同
項
の
経

済
産
業
大
臣
」
を
「
に
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
者
の
同
項
」
に
改
め
、

同
項
第
一
号
中
「
都
道
府
県
知
事
」
の
下
に
「
の
登
録
又
は
指
定
都
市
の
長
」
を
加
え
、
「
と
き
。
」
を
「
と
き

経
済
産

業
大
臣
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
同
項
の
経
済
産
業
大
臣
の
登
録
又
は
他
の
都
道
府
県
知
事
の
登
録
を
受
け
た
」
を

「
次
の
イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
」
に
、
「
と
き
。
」
を
「
と
き

当
該
イ
又
は
ロ
に
定
め
る
者
」
に
改
め
、
同
号
に
次
の
よ
う

に
加
え
る
。

イ

第
三
条
第
一
項
の
経
済
産
業
大
臣
の
登
録
、
他
の
都
道
府
県
知
事
の
登
録
又
は
指
定
都
市
（
そ
の
登
録
に
係
る
都

道
府
県
の
区
域
外
の
指
定
都
市
に
限
る
。
）
の
長
の
登
録
を
受
け
た
者

経
済
産
業
大
臣

ロ

第
三
条
第
一
項
の
指
定
都
市
（
イ
に
規
定
す
る
指
定
都
市
を
除
く
。
）
の
長
の
登
録
を
受
け
た
者

都
道
府
県
知

事

第
十
条
第
二
項
第
三
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

三

第
三
条
第
一
項
の
指
定
都
市
の
長
の
登
録
を
受
け
た
者
が
次
の
イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
者
の
地
位
を
承
継
し
た
と
き

当
該
イ
又
は
ロ
に
定
め
る
者

18
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イ

第
三
条
第
一
項
の
経
済
産
業
大
臣
の
登
録
、
都
道
府
県
知
事
（
そ
の
登
録
に
係
る
指
定
都
市
の
区
域
を
管
轄
し
な

い
都
道
府
県
知
事
に
限
る
。
）
の
登
録
又
は
他
の
指
定
都
市
（
そ
の
登
録
に
係
る
指
定
都
市
と
同
一
の
都
道
府
県
の

区
域
内
の
指
定
都
市
を
除
く
。
）
の
長
の
登
録
を
受
け
た
者

経
済
産
業
大
臣

ロ

第
三
条
第
一
項
の
都
道
府
県
知
事
（
イ
に
規
定
す
る
都
道
府
県
知
事
を
除
く
。
）
の
登
録
又
は
他
の
指
定
都
市

（
イ
に
規
定
す
る
指
定
都
市
を
除
く
。
）
の
長
の
登
録
を
受
け
た
者

都
道
府
県
知
事

第
十
条
第
二
項
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

四

第
三
条
第
一
項
の
登
録
を
受
け
て
い
な
い
者
が
、
同
時
に
、
同
項
の
経
済
産
業
大
臣
の
登
録
を
受
け
た
者
の
地
位
及

び
同
項
の
都
道
府
県
知
事
の
登
録
若
し
く
は
指
定
都
市
の
長
の
登
録
を
受
け
た
者
の
地
位
を
承
継
し
た
と
き
、
同
項
の

都
道
府
県
知
事
の
登
録
を
受
け
た
者
の
地
位
及
び
同
項
の
指
定
都
市
（
当
該
都
道
府
県
の
区
域
外
の
指
定
都
市
に
限

る
。
）
の
長
の
登
録
を
受
け
た
者
の
地
位
を
承
継
し
た
と
き
、
同
項
の
都
道
府
県
知
事
の
登
録
を
受
け
た
二
以
上
の
者

の
地
位
を
承
継
し
た
と
き
（
当
該
都
道
府
県
が
同
一
で
あ
る
と
き
を
除
く
。
）
、
又
は
同
項
の
指
定
都
市
の
長
の
登
録

を
受
け
た
二
以
上
の
者
の
地
位
を
承
継
し
た
と
き
（
当
該
指
定
都
市
が
同
一
の
都
道
府
県
の
区
域
内
の
指
定
都
市
で
あ

る
と
き
を
除
く
。
）

経
済
産
業
大
臣

19
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五

第
三
条
第
一
項
の
登
録
を
受
け
て
い
な
い
者
が
、
同
時
に
、
同
項
の
都
道
府
県
知
事
の
登
録
を
受
け
た
者
の
地
位
及

び
同
項
の
指
定
都
市
（
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
の
指
定
都
市
に
限
る
。
）
の
長
の
登
録
を
受
け
た
者
の
地
位
を
承
継

し
た
と
き
、
又
は
同
項
の
指
定
都
市
の
長
の
登
録
を
受
け
た
二
以
上
の
者
の
地
位
を
承
継
し
た
と
き
（
当
該
指
定
都
市

が
同
一
の
都
道
府
県
の
区
域
内
の
指
定
都
市
で
あ
る
と
き
に
限
り
、
同
一
の
指
定
都
市
で
あ
る
と
き
を
除
く
。
）

都

道
府
県
知
事

第
十
条
第
三
項
、
第
十
三
条
第
二
項
、
第
十
四
条
第
二
項
、
第
十
六
条
第
三
項
、
第
十
六
条
の
二
第
二
項
、
第
十
九
条
第

二
項
、
第
二
十
一
条
第
二
項
、
第
二
十
二
条
及
び
第
二
十
三
条
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業

大
臣
等
」
に
改
め
る
。

第
二
十
四
条
第
一
項
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中

「
都
道
府
県
知
事
又
は
経
済
産
業
大
臣
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
に
、
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府

県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大

臣
等
」
に
改
め
る
。

第
二
十
五
条
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
改
め
る
。

20
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第
二
十
六
条
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
、
「
一
に
」
を
「
い
ず
れ
か
に
」

に
改
め
る
。

第
二
十
六
条
の
二
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
改
め
る
。

第
二
十
九
条
第
一
項
中
「
都
道
府
県
知
事
」
の
下
に
「
（
一
の
指
定
都
市
の
区
域
内
に
設
置
さ
れ
る
販
売
所
の
事
業
と
し

て
販
売
さ
れ
る
液
化
石
油
ガ
ス
の
一
般
消
費
者
等
に
つ
い
て
の
保
安
業
務
を
行
う
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
販
売
所
の
所
在

地
を
管
轄
す
る
指
定
都
市
の
長
）
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大

臣
等
」
に
改
め
る
。

第
三
十
一
条
、
第
三
十
三
条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
三
十
四
条
第
三
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
及
び
第
三
項
並
び
に
第

三
十
五
条
の
二
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
改
め
る
。

第
三
十
五
条
の
三
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
、
「
一
に
」
を
「
い
ず
れ
か

に
」
に
改
め
る
。

第
三
十
五
条
の
四
中
「
第
六
条
第
一
号
及
び
第
三
号
」
を
「
同
条
各
号
」
に
改
め
、
「
、
同
条
第
二
号
中
「
お
け
る
販
売

所
」
と
あ
る
の
は
「
設
置
さ
れ
る
販
売
所
の
事
業
と
し
て
販
売
さ
れ
る
液
化
石
油
ガ
ス
の
一
般
消
費
者
等
に
つ
い
て
の
保
安

21
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業
務
」
と
、
「
販
売
所
を
設
置
す
る
」
と
あ
る
の
は
「
設
置
さ
れ
る
販
売
所
の
事
業
と
し
て
販
売
さ
れ
る
液
化
石
油
ガ
ス
の

一
般
消
費
者
等
に
つ
い
て
の
保
安
業
務
を
行
う
」
と
」
を
削
る
。

第
三
十
五
条
の
五
中
「
都
道
府
県
知
事
」
の
下
に
「
又
は
指
定
都
市
の
長
」
を
加
え
る
。

第
三
十
五
条
の
六
第
一
項
及
び
第
三
十
五
条
の
七
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」

に
改
め
る
。

第
三
十
五
条
の
十
第
一
項
中
「
経
済
産
業
大
臣
及
び
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項

中
「
経
済
産
業
大
臣
及
び
都
道
府
県
知
事
」
及
び
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
改

め
る
。

第
三
十
六
条
第
一
項
中
「
一
に
」
を
「
い
ず
れ
か
に
」
に
改
め
、
「
都
道
府
県
知
事
」
の
下
に
「
（
指
定
都
市
の
区
域
内

に
あ
つ
て
は
、
指
定
都
市
の
長
。
以
下
こ
の
章
、
第
三
十
八
条
の
三
及
び
第
三
十
八
条
の
十
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
を
加
え

る
。第

八
十
二
条
第
一
項
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中

「
都
道
府
県
知
事
」
の
下
に
「
又
は
指
定
都
市
の
長
」
を
加
え
る
。

22
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第
八
十
三
条
第
三
項
及
び
第
四
項
中
「
都
道
府
県
知
事
」
の
下
に
「
又
は
指
定
都
市
の
長
」
を
加
え
る
。

第
八
十
六
条
の
二
中
「
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
」
を
削
る
。

第
八
十
七
条
第
一
項
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
改
め
、
「
を
都
道
府
県
知

事
」
の
下
に
「
、
指
定
都
市
の
長
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
中
「
充
て
ん
の
」
を
「
充
塡
の
」
に
、
「
又
は
都
道
府
県
知

事
」
を
「
、
都
道
府
県
知
事
又
は
指
定
都
市
の
長
」
に
改
め
る
。

第
八
十
八
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

３

指
定
都
市
の
長
は
、
次
の
場
合
に
は
、
そ
の
旨
を
公
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

第
三
十
五
条
の
六
第
一
項
の
認
定
を
し
た
と
き
。

二

第
三
十
五
条
の
六
第
一
項
の
認
定
を
取
り
消
し
た
と
き
。

第
九
十
条
第
一
項
中
「
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
」
を
「
経
済
産
業
大
臣
等
」
に
改
め
る
。

第
五
章

国
土
交
通
省
関
係

（
建
築
基
準
法
の
一
部
改
正
）

第
十
一
条

建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

23
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第
八
十
五
条
第
七
項
中
「
前
項
」
を
「
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
許
可
の
期
間
を
延
長
す
る
場
合
又
は
前
項
」
に
改
め
、
同

項
に
次
の
た
だ
し
書
を
加
え
る
。

た
だ
し
、
官
公
署
、
病
院
、
学
校
そ
の
他
の
公
益
上
特
に
必
要
な
も
の
と
し
て
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
用
途
に
供
す

る
応
急
仮
設
建
築
物
に
つ
い
て
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
許
可
の
期
間
を
延
長
す
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

第
八
十
五
条
中
第
七
項
を
第
八
項
と
し
、
第
六
項
を
第
七
項
と
し
、
第
五
項
を
第
六
項
と
し
、
第
四
項
の
次
に
次
の
一
項

を
加
え
る
。

５

特
定
行
政
庁
は
、
被
災
者
の
需
要
に
応
ず
る
に
足
り
る
適
当
な
建
築
物
が
不
足
す
る
こ
と
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
前
項

に
規
定
す
る
期
間
を
超
え
て
使
用
す
る
特
別
の
必
要
が
あ
る
応
急
仮
設
建
築
物
に
つ
い
て
、
安
全
上
、
防
火
上
及
び
衛
生

上
支
障
が
な
く
、
か
つ
、
公
益
上
や
む
を
得
な
い
と
認
め
る
場
合
に
お
い
て
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
更
に
一

年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
同
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
期
間
を
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
被
災
者
の
需
要
に
応

ず
る
に
足
り
る
適
当
な
建
築
物
が
不
足
す
る
こ
と
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
当
該
延
長
に
係
る
期
間
を
超
え
て
使
用
す
る
特

別
の
必
要
が
あ
る
応
急
仮
設
建
築
物
に
つ
い
て
も
、
同
様
と
す
る
。

第
八
十
七
条
の
三
第
一
項
中
「
第
三
項
」
を
「
以
下
こ
の
条
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
次
項
」
を
「
以
下
こ
の
条
」

24
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に
改
め
、
同
条
第
七
項
中
「
前
項
」
を
「
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
許
可
の
期
間
を
延
長
す
る
場
合
又
は
前
項
」
に
改
め
、
同

項
に
次
の
た
だ
し
書
を
加
え
る
。

た
だ
し
、
病
院
、
学
校
そ
の
他
の
公
益
上
特
に
必
要
な
も
の
と
し
て
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
用
途
に
供
す
る
災
害
救

助
用
建
築
物
又
は
公
益
的
建
築
物
に
つ
い
て
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
許
可
の
期
間
を
延
長
す
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な

い
。

第
八
十
七
条
の
三
中
第
七
項
を
第
八
項
と
し
、
第
六
項
を
第
七
項
と
し
、
第
五
項
を
第
六
項
と
し
、
第
四
項
の
次
に
次
の

一
項
を
加
え
る
。

５

特
定
行
政
庁
は
、
被
災
者
の
需
要
に
応
ず
る
に
足
り
る
適
当
な
建
築
物
が
不
足
す
る
こ
と
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
前
項

に
規
定
す
る
期
間
を
超
え
て
使
用
す
る
特
別
の
必
要
が
あ
る
災
害
救
助
用
建
築
物
又
は
公
益
的
建
築
物
に
つ
い
て
、
安
全

上
、
防
火
上
及
び
衛
生
上
支
障
が
な
く
、
か
つ
、
公
益
上
や
む
を
得
な
い
と
認
め
る
場
合
に
お
い
て
は
、
同
項
の
規
定
に

か
か
わ
ら
ず
、
更
に
一
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
同
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
期
間
を
延
長
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
被
災
者
の
需
要
に
応
ず
る
に
足
り
る
適
当
な
建
築
物
が
不
足
す
る
こ
と
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
当
該
延
長
に
係
る
期

間
を
超
え
て
使
用
す
る
特
別
の
必
要
が
あ
る
災
害
救
助
用
建
築
物
又
は
公
益
的
建
築
物
に
つ
い
て
も
、
同
様
と
す
る
。
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第
百
一
条
第
一
項
第
九
号
中
「
第
八
十
五
条
第
四
項
」
を
「
第
八
十
五
条
第
四
項
又
は
第
五
項
」
に
改
め
、
同
項
第
十
号

中
「
第
八
十
五
条
第
五
項
又
は
第
六
項
」
を
「
第
八
十
五
条
第
六
項
又
は
第
七
項
」
に
改
め
、
同
項
第
十
六
号
中
「
第
八
十

七
条
の
三
第
四
項
」
を
「
第
八
十
七
条
の
三
第
四
項
又
は
第
五
項
」
に
改
め
、
同
項
第
十
七
号
中
「
第
八
十
七
条
の
三
第
五

項
又
は
第
六
項
」
を
「
第
八
十
七
条
の
三
第
六
項
又
は
第
七
項
」
に
改
め
る
。

（
下
水
道
法
の
一
部
改
正
）

第
十
二
条

下
水
道
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
七
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
の
二
第
七
項
中
「
聴
く
と
と
も
に
、
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
国
土
交
通
大
臣
に
協
議
し
な
け

れ
ば
」
を
「
聴
か
な
け
れ
ば
」
に
改
め
、
同
条
第
九
項
を
同
条
第
十
二
項
と
し
、
同
条
第
八
項
中
「
協
議
を
」
を
「
届
出

を
」
に
改
め
、
「
と
き
は
、
」
の
下
に
「
当
該
届
出
の
内
容
を
」
を
加
え
、
「
協
議
し
な
け
れ
ば
」
を
「
通
知
し
な
け
れ

ば
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
一
項
と
し
、
同
条
第
七
項
の
次
に
次
の
三
項
を
加
え
る
。

８

国
土
交
通
大
臣
は
、
都
府
県
の
求
め
に
応
じ
、
前
項
に
規
定
す
る
流
域
別
下
水
道
整
備
総
合
計
画
の
作
成
に
関
し
必
要

な
助
言
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

９

国
土
交
通
大
臣
は
、
前
項
の
助
言
を
行
う
に
際
し
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
環
境
大
臣
に
対
し
、
意
見
を
求
め
る
こ
と
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が
で
き
る
。

都
府
県
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
第
七
項
に
規
定
す
る
流
域
別
下
水
道
整
備
総
合
計
画
を
定
め
た
と
き
は
、
国
土
交

10
通
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
こ
れ
を
国
土
交
通
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
月
を
経
過
し
た
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規

定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一

第
三
条
及
び
第
七
条
か
ら
第
九
条
ま
で
の
規
定
並
び
に
次
条
及
び
附
則
第
六
条
の
規
定

公
布
の
日

二

第
十
一
条
の
規
定
及
び
附
則
第
七
条
か
ら
第
十
六
条
ま
で
の
規
定

公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
月
を
超
え
な
い
範
囲

内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日

三

第
一
条
（
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
十
八
第
三
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
二
百
六
十
条
の
十
九
の
次
に
一
条
を
加

え
る
改
正
規
定
及
び
同
法
第
二
百
六
十
条
の
二
十
八
第
一
項
の
改
正
規
定
を
除
く
。
）
及
び
第
十
条
の
規
定
並
び
に
附
則

第
三
条
の
規
定

令
和
五
年
四
月
一
日

27
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（
土
地
改
良
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
二
条

前
条
第
一
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
前
に
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
土
地
改
良
法
（
以
下
こ
の
条
に
お

い
て
「
旧
土
地
改
良
法
」
と
い
う
。
）
第
九
十
六
条
の
四
第
一
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
旧
土
地
改
良
法
第
八
十

七
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
の
議
会
の
議
決
を
経
て
そ
の
応
急
工
事
計
画
を
定
め
た
土
地
改
良
法
第
二
条
第
二

項
第
五
号
の
土
地
改
良
事
業
に
関
す
る
旧
土
地
改
良
法
第
九
十
六
条
の
四
第
一
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
旧
土
地

改
良
法
第
三
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
賦
課
徴
収
、
旧
土
地
改
良
法
第
九
十
六
条
の
四
第
一
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
旧
土
地
改
良
法
第
三
十
六
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
徴
収
及
び
旧
土
地
改
良
法
第
九
十
六
条
の
四
第
一
項
に

お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
旧
土
地
改
良
法
第
九
十
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
徴
収
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ

る
。

（
液
化
石
油
ガ
ス
の
保
安
の
確
保
及
び
取
引
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
三
条

附
則
第
一
条
第
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
第
三
号
施
行
日
」
と
い
う
。
）
前
に

第
十
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
液
化
石
油
ガ
ス
の
保
安
の
確
保
及
び
取
引
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
（
以
下
こ
の
条
に
お

い
て
「
旧
液
化
石
油
ガ
ス
法
」
と
い
う
。
）
の
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
知
事
が
し
た
登
録
等
の
処
分
そ
の
他
の
行
為
（
以
下

28
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こ
の
項
に
お
い
て
「
処
分
等
の
行
為
」
と
い
う
。
）
又
は
同
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
際
現
に
旧
液
化
石
油
ガ
ス
法
の
規

定
に
よ
り
都
道
府
県
知
事
に
対
し
て
さ
れ
て
い
る
登
録
等
の
申
請
そ
の
他
の
行
為
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
申
請
等
の
行

為
」
と
い
う
。
）
で
、
第
三
号
施
行
日
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
行
為
に
係
る
行
政
事
務
を
行
う
べ
き
者
が
地
方
自
治
法
第
二
百

五
十
二
条
の
十
九
第
一
項
の
指
定
都
市
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
指
定
都
市
」
と
い
う
。
）
の
長
と
な
る
も
の
は
、
第
三

号
施
行
日
以
後
に
お
け
る
第
十
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
液
化
石
油
ガ
ス
の
保
安
の
確
保
及
び
取
引
の
適
正
化
に
関
す
る

法
律
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
新
液
化
石
油
ガ
ス
法
」
と
い
う
。
）
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
新
液
化
石
油
ガ
ス
法
の
相
当

規
定
に
よ
り
指
定
都
市
の
長
が
し
た
処
分
等
の
行
為
又
は
指
定
都
市
の
長
に
対
し
て
さ
れ
た
申
請
等
の
行
為
と
み
な
す
。

２

第
三
号
施
行
日
前
に
旧
液
化
石
油
ガ
ス
法
の
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
知
事
に
対
し
、
届
出
そ
の
他
の
手
続
を
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
事
項
で
、
第
三
号
施
行
日
前
に
そ
の
手
続
が
さ
れ
て
い
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
を
、
新
液
化
石
油
ガ
ス
法

の
相
当
規
定
に
よ
り
指
定
都
市
の
長
に
対
し
て
届
出
そ
の
他
の
手
続
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
に
つ
い
て
そ
の
手
続
が

さ
れ
て
い
な
い
も
の
と
み
な
し
て
、
新
液
化
石
油
ガ
ス
法
の
規
定
を
適
用
す
る
。

（
下
水
道
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
四
条

こ
の
法
律
の
施
行
の
際
現
に
第
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
下
水
道
法
第
二
条
の
二
第
七
項
（
同
条
第
九
項
に
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お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
さ
れ
て
い
る
国
土
交
通
大
臣
へ
の
協
議
の
申
出
は
、
第
十
二
条
の
規
定

に
よ
る
改
正
後
の
下
水
道
法
第
二
条
の
二
第
十
項
（
同
条
第
十
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り

さ
れ
た
国
土
交
通
大
臣
へ
の
届
出
と
み
な
す
。

（
罰
則
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
五
条

こ
の
法
律
の
施
行
前
に
し
た
行
為
に
対
す
る
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
政
令
へ
の
委
任
）

第
六
条

附
則
第
二
条
か
ら
前
条
ま
で
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
は
、
政
令
で

定
め
る
。

（
官
公
庁
施
設
の
建
設
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
七
条

官
公
庁
施
設
の
建
設
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。第

七
条
第
四
項
中
「
第
四
項
ま
で
」
を
「
第
五
項
ま
で
及
び
第
八
項
」
に
改
め
る
。

（
自
衛
隊
法
の
一
部
改
正
）

30



- 29 -

第
八
条

自
衛
隊
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
六
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
百
十
五
条
の
七
中
「
及
び
第
四
項
」
を
「
、
第
四
項
及
び
第
五
項
」
に
、
「
許
可
」
と
、
同
項
本
文
」
を
「
許
可
」

と
、
同
法
第
八
十
五
条
第
五
項
中
「
、
被
災
者
」
と
あ
る
の
は
「
、
自
衛
隊
の
部
隊
等
（
自
衛
隊
法
第
八
条
に
規
定
す
る
部

隊
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
」
と
、
「
。
被
災
者
」
と
あ
る
の
は
「
。
自
衛
隊
の
部
隊
等
」
と
、
同
法
第
八
十
七
条
の
三

第
三
項
本
文
」
に
、
「
読
み
替
え
る
」
を
「
、
同
条
第
五
項
中
「
被
災
者
」
と
あ
る
の
は
「
自
衛
隊
の
部
隊
等
」
と
読
み
替

え
る
」
に
改
め
る
。

（
都
市
緑
地
法
の
一
部
改
正
）

第
九
条

都
市
緑
地
法
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
七
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
十
二
条
第
四
号
中
「
第
八
十
五
条
第
五
項
又
は
第
六
項
」
を
「
第
八
十
五
条
第
六
項
又
は
第
七
項
」
に
改
め
る
。

（
特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
十
条

特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
八
年
法
律
第
八

十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
中
「
並
び
に
建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
」
を
削
り
、
「
存
続
期
間
等
」
を
「
存
続
期
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間
」
に
改
め
る
。

第
八
条
を
削
り
、
第
九
条
を
第
八
条
と
す
る
。

（
特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措

置
）

第
十
一
条

附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
際
現
に
前
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
特
定
非
常
災
害
の
被
害
者

の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
特
定
非
常
災
害
法
」
と
い
う
。
）

第
八
条
の
規
定
に
よ
り
さ
れ
て
い
る
建
築
基
準
法
第
八
十
五
条
第
四
項
又
は
第
八
十
七
条
の
三
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
許
可

の
期
間
の
延
長
は
、
そ
れ
ぞ
れ
第
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
建
築
基
準
法
（
次
項
及
び
附
則
第
十
四
条
に
お
い
て

「
新
基
準
法
」
と
い
う
。
）
第
八
十
五
条
第
五
項
又
は
第
八
十
七
条
の
三
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
さ
れ
て
い
る
許
可
の
期
間

の
延
長
と
み
な
す
。

２

附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
際
現
に
さ
れ
て
い
る
旧
特
定
非
常
災
害
法
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
建
築
基

準
法
第
八
十
五
条
第
四
項
又
は
第
八
十
七
条
の
三
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
期
間
の
延
長
に
係
る
申
請
は
、
そ
れ
ぞ
れ

新
基
準
法
第
八
十
五
条
第
五
項
又
は
第
八
十
七
条
の
三
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
期
間
の
延
長
に
係
る
申
請
と
み
な
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す
。

（
武
力
攻
撃
事
態
等
に
お
け
る
国
民
の
保
護
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
十
二
条

武
力
攻
撃
事
態
等
に
お
け
る
国
民
の
保
護
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
六
年
法
律
第
百
十
二
号
）
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
八
十
九
条
第
三
項
中
「
第
八
十
五
条
第
一
項
本
文
、
第
三
項
及
び
第
四
項
」
を
「
第
八
十
五
条
第
一
項
本
文
及
び
第
三

項
か
ら
第
五
項
ま
で
」
に
、
「
第
八
十
七
条
の
三
第
一
項
本
文
、
第
三
項
及
び
第
四
項
」
を
「
第
八
十
七
条
の
三
第
一
項
本

文
及
び
第
三
項
か
ら
第
五
項
ま
で
」
に
改
め
、
同
項
に
後
段
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
法
第
八
十
五
条
第
五
項
及
び
第
八
十
七
条
の
三
第
五
項
中
「
被
災
者
」
と
あ
る
の
は
、
「
避

難
住
民
等
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
百
三
十
一
条
中
「
第
九
条
ま
で
」
を
「
第
八
条
ま
で
」
に
、
「
、
第
八
条
及
び
第
九
条
」
を
「
及
び
第
八
条
」
に
改
め

る
。

（
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
の
一
部
改
正
）

第
十
三
条

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
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第
二
条
第
四
項
中
「
か
ら
第
十
九
条
ま
で
」
を
「
、
第
十
六
条
、
第
十
八
条
、
第
十
九
条
」
に
改
め
る
。

第
十
七
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
十
七
条

削
除

別
表
の
四
の
項
中
「
応
急
仮
設
建
築
物
活
用
事
業
」
を
「
削
除
」
に
改
め
る
。

（
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
十
四
条

附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
際
現
に
前
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別

区
域
法
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
復
興
特
区
法
」
と
い
う
。
）
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
さ
れ
て
い
る
建
築
基
準
法
第

八
十
五
条
第
四
項
の
許
可
の
期
間
の
延
長
は
、
新
基
準
法
第
八
十
五
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
さ
れ
て
い
る
許
可
の
期
間
の

延
長
と
み
な
す
。

２

附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
際
現
に
さ
れ
て
い
る
旧
復
興
特
区
法
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
建

築
基
準
法
第
八
十
五
条
第
四
項
の
許
可
の
期
間
の
延
長
に
係
る
申
請
は
、
新
基
準
法
第
八
十
五
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
許

可
の
期
間
の
延
長
に
係
る
申
請
と
み
な
す
。

（
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正
）
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第
十
五
条

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
三
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。

第
三
十
一
条
の
二
第
四
項
中
「
第
八
十
五
条
第
一
項
本
文
、
第
三
項
及
び
第
四
項
」
を
「
第
八
十
五
条
第
一
項
本
文
及
び

第
三
項
か
ら
第
五
項
ま
で
」
に
、
「
第
八
十
七
条
の
三
第
一
項
本
文
、
第
三
項
及
び
第
四
項
」
を
「
第
八
十
七
条
の
三
第
一

項
本
文
及
び
第
三
項
か
ら
第
五
項
ま
で
」
に
改
め
、
「
同
法
第
八
十
五
条
第
一
項
」
の
下
に
「
及
び
第
八
十
七
条
の
三
第
一

項
」
を
加
え
、
「
「
非
常
災
害
区
域
等
（
」
を
「
同
法
第
八
十
五
条
第
一
項
中
「
非
常
災
害
区
域
等
（
」
に
、
「
同
項
中

「
非
常
災
害
が
あ
つ
た
」
と
あ
る
の
は
「
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同

項
に
規
定
す
る
政
府
対
策
本
部
が
設
置
さ
れ
た
」
と
、
」
を
「
同
法
第
八
十
五
条
第
五
項
及
び
第
八
十
七
条
の
三
第
五
項
中

「
被
災
者
」
と
あ
る
の
は
「
都
道
府
県
の
区
域
内
に
お
け
る
医
療
」
と
、
「
建
築
物
が
」
と
あ
る
の
は
「
医
療
施
設
が
」

と
、
同
条
第
一
項
中
」
に
改
め
る
。

（
復
興
庁
設
置
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
十
六
条

復
興
庁
設
置
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
二
年
法
律
第
四
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。
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附
則
第
四
条
第
二
項
中
「
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
し
、
当
該
復
興
推
進
計
画
」
及
び
「
計
画
の
変
更
の
認

定
（
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
第
十
七
条
第
二
項
に
規
定
す
る
応
急
仮
設
建
築
物
活
用
事
業
の
期
間
の
定
め
に
係
る

も
の
に
限
る
。
）
、
」
を
削
る
。

（
デ
ジ
タ
ル
社
会
の
形
成
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
十
七
条

デ
ジ
タ
ル
社
会
の
形
成
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
令
和
三
年
法
律
第
三
十
七
号
）
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
十
八
条
の
う
ち
、
住
民
基
本
台
帳
法
別
表
第
二
の
五
の
二
十
七
の
項
の
改
正
規
定
中
「
別
表
第
二
の
五
の
二
十
七
の

項
」
を
「
別
表
第
二
の
五
の
二
十
八
の
項
」
に
改
め
、
同
法
別
表
第
三
中
六
の
三
の
項
を
六
の
四
の
項
と
し
、
六
の
二
の
項

の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
改
正
規
定
中
「
別
表
第
三
中
」
の
下
に
「
六
の
四
の
項
を
六
の
五
の
項
と
し
、
」
を
加
え
、
同

法
別
表
第
五
中
第
七
号
の
三
を
第
七
号
の
四
と
し
、
第
七
号
の
二
の
次
に
一
号
を
加
え
る
改
正
規
定
中
「
別
表
第
五
中
」
の

下
に
「
第
七
号
の
四
を
第
七
号
の
五
と
し
、
」
を
加
え
る
。

（
全
世
代
対
応
型
の
社
会
保
障
制
度
を
構
築
す
る
た
め
の
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
十
八
条

全
世
代
対
応
型
の
社
会
保
障
制
度
を
構
築
す
る
た
め
の
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
三
年
法
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律
第
六
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
二
十
二
条
の
う
ち
住
民
基
本
台
帳
法
別
表
第
二
の
五
の
十
一
の
項
の
改
正
規
定
中
「
別
表
第
二
の
五
の
十
一
の

項
」
を
「
別
表
第
二
の
五
の
十
二
の
項
」
に
改
め
る
。
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理

由

地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
を
総
合
的
に
推
進
す
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
等
の
提
案
等
を
踏
ま

え
、
都
道
府
県
か
ら
指
定
都
市
へ
の
事
務
・
権
限
の
移
譲
を
行
う
と
と
も
に
、
地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
義
務
付
け
を
緩
和
す

る
等
の
措
置
を
講
ず
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。
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地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律　
　

新
旧
対
照
条
文

〇
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
（
抄
）
（
第
一
条
関
係
）

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

現

行

第
二
百
六
十
条
の
十
八

（
略
）

第
二
百
六
十
条
の
十
八

（
略
）

②

（
略
）

②

（
略
）

③

前
項
の
構
成
員
は
、
規
約
又
は
総
会
の
決
議
に
よ
り
、
同
項
の
規
定
に
よ
る
書
面

③

前
項
の
構
成
員
は
、
規
約
又
は
総
会
の
決
議
に
よ
り
、
同
項
の
規
定
に
よ
る
書
面

に
よ
る
表
決
に
代
え
て
、
電
磁
的
方
法
（
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
そ

に
よ
る
表
決
に
代
え
て
、
電
磁
的
方
法
（
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
そ

の
他
の
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
で
あ
つ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
を

の
他
の
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
で
あ
つ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
を

い
う
。
第
二
百
六
十
条
の
十
九
の
二
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
り
表
決
を
す
る
こ
と

い
う
。
）
に
よ
り
表
決
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

が
で
き
る
。

④

（
略
）

④

（
略
）

第
二
百
六
十
条
の
十
九
の
二

こ
の
法
律
又
は
規
約
に
よ
り
総
会
に
お
い
て
決
議
を
す

（
新
設
）

べ
き
場
合
に
お
い
て
、
構
成
員
全
員
の
承
諾
が
あ
る
と
き
は
、
書
面
又
は
電
磁
的
方

法
に
よ
る
決
議
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
電
磁
的
方
法
に
よ
る
決
議
に
係

る
構
成
員
の
承
諾
に
つ
い
て
は
、
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

②

こ
の
法
律
又
は
規
約
に
よ
り
総
会
に
お
い
て
決
議
す
べ
き
も
の
と
さ
れ
た
事
項
に

つ
い
て
は
、
構
成
員
全
員
の
書
面
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
る
合
意
が
あ
つ
た
と
き
は

、
書
面
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
る
決
議
が
あ
つ
た
も
の
と
み
な
す
。

③

こ
の
法
律
又
は
規
約
に
よ
り
総
会
に
お
い
て
決
議
す
べ
き
も
の
と
さ
れ
た
事
項
に
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つ
い
て
の
書
面
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
る
決
議
は
、
総
会
の
決
議
と
同
一
の
効
力
を

有
す
る
。

④

総
会
に
関
す
る
規
定
は
、
書
面
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
る
決
議
に
つ
い
て
準
用
す

る
。

第
二
百
六
十
条
の
二
十

認
可
地
縁
団
体
は
、
次
に
掲
げ
る
事
由
に
よ
つ
て
解
散
す
る

第
二
百
六
十
条
の
二
十

認
可
地
縁
団
体
は
、
次
に
掲
げ
る
事
由
に
よ
つ
て
解
散
す
る

。

。

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

三

第
二
百
六
十
条
の
二
第
十
四
項
の
規
定
に
よ
る
同
条
第
一
項
の
認
可
の
取
消
し

三

認
可
の
取
消
し

四
・
五

（
略
）

四
・
五

（
略
）

六

合
併
（
合
併
に
よ
り
当
該
認
可
地
縁
団
体
が
消
滅
す
る
場
合
に
限
る
。
）

（
新
設
）

第
二
百
六
十
条
の
二
十
四

認
可
地
縁
団
体
が
解
散
し
た
と
き
は
、
破
産
手
続
開
始
の

第
二
百
六
十
条
の
二
十
四

認
可
地
縁
団
体
が
解
散
し
た
と
き
は
、
破
産
手
続
開
始
の

決
定
及
び
合
併
に
よ
る
解
散
の
場
合
を
除
き
、
代
表
者
が
そ
の
清
算
人
と
な
る
。
た

決
定
に
よ
る
解
散
の
場
合
を
除
き
、
代
表
者
が
そ
の
清
算
人
と
な
る
。
た
だ
し
、
規

だ
し
、
規
約
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
と
き
、
又
は
総
会
に
お
い
て
代
表
者
以
外
の
者

約
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
と
き
、
又
は
総
会
に
お
い
て
代
表
者
以
外
の
者
を
選
任
し

を
選
任
し
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

第
二
百
六
十
条
の
二
十
八

認
可
地
縁
団
体
の
清
算
人
は
、
そ
の
就
職
後
遅
滞
な
く
、

第
二
百
六
十
条
の
二
十
八

認
可
地
縁
団
体
の
清
算
人
は
、
そ
の
就
職
の
日
か
ら
二
箇

公
告
を
も
つ
て
、
債
権
者
に
対
し
、
一
定
の
期
間
内
に
そ
の
債
権
の
申
出
を
す
べ
き

月
以
内
に
、
少
な
く
と
も
三
回
の
公
告
を
も
つ
て
、
債
権
者
に
対
し
、
一
定
の
期
間

旨
の
催
告
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
期
間
は
、
二
月

内
に
そ
の
債
権
の
申
出
を
す
べ
き
旨
の
催
告
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合

を
下
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

に
お
い
て
、
そ
の
期
間
は
、
二
箇
月
を
下
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

②
～
④

（
略
）

②
～
④

（
略
）
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第
二
百
六
十
条
の
三
十
一

解
散
し
た
認
可
地
縁
団
体
の
財
産
は
、
破
産
手
続
開
始
の

第
二
百
六
十
条
の
三
十
一

解
散
し
た
認
可
地
縁
団
体
の
財
産
は
、
規
約
で
指
定
し
た

決
定
及
び
合
併
に
よ
る
解
散
の
場
合
を
除
き
、
規
約
で
指
定
し
た
者
に
帰
属
す
る
。

者
に
帰
属
す
る
。

②
・
③

（
略
）

②
・
③

（
略
）

第
二
百
六
十
条
の
三
十
八

認
可
地
縁
団
体
は
、
同
一
市
町
村
内
の
他
の
認
可
地
縁
団

（
新
設
）

体
と
合
併
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
二
百
六
十
条
の
三
十
九

認
可
地
縁
団
体
が
合
併
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
総
会
の

（
新
設
）

決
議
を
経
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

②

前
項
の
決
議
は
、
総
構
成
員
の
四
分
の
三
以
上
の
多
数
を
も
つ
て
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
た
だ
し
、
規
約
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

③

合
併
は
、
市
町
村
長
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
、
そ
の
効
力
を
生
じ
な
い
。

④

第
二
百
六
十
条
の
二
第
二
項
及
び
第
五
項
の
規
定
は
、
前
項
の
認
可
に
つ
い
て
準

用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
二
項
第
一
号
中
「
現
に
そ
の
活
動
を
」
と

あ
る
の
は
、
「
合
併
し
よ
う
と
す
る
各
認
可
地
縁
団
体
が
連
携
し
て
当
該
目
的
に
資

す
る
活
動
を
現
に
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
二
百
六
十
条
の
四
十

認
可
地
縁
団
体
は
、
前
条
第
三
項
の
認
可
が
あ
つ
た
と
き
は

（
新
設
）

、
そ
の
認
可
の
通
知
の
あ
つ
た
日
か
ら
二
週
間
以
内
に
、
財
産
目
録
を
作
成
し
、
次

項
の
規
定
に
よ
り
債
権
者
が
異
議
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
期
間
が
満
了
す
る
ま
で

の
間
、
こ
れ
を
そ
の
主
た
る
事
務
所
に
備
え
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

②

認
可
地
縁
団
体
は
、
前
条
第
三
項
の
認
可
が
あ
つ
た
と
き
は
、
そ
の
認
可
の
通
知

の
あ
つ
た
日
か
ら
二
週
間
以
内
に
、
そ
の
債
権
者
に
対
し
、
合
併
に
異
議
が
あ
れ
ば
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一
定
の
期
間
内
に
述
べ
る
べ
き
こ
と
を
公
告
し
、
か
つ
、
判
明
し
て
い
る
債
権
者
に

対
し
て
は
、
各
別
に
こ
れ
を
催
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

そ
の
期
間
は
、
二
月
を
下
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

第
二
百
六
十
条
の
四
十
一

債
権
者
が
前
条
第
二
項
の
期
間
内
に
異
議
を
述
べ
な
か
つ

（
新
設
）

た
と
き
は
、
合
併
を
承
認
し
た
も
の
と
み
な
す
。

②

債
権
者
が
異
議
を
述
べ
た
と
き
は
、
認
可
地
縁
団
体
は
、
弁
済
し
、
若
し
く
は
相

当
の
担
保
を
供
し
、
又
は
そ
の
債
権
者
に
弁
済
を
受
け
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て

信
託
会
社
若
し
く
は
信
託
業
務
を
営
む
金
融
機
関
に
相
当
の
財
産
を
信
託
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
合
併
を
し
て
も
そ
の
債
権
者
を
害
す
る
お
そ
れ
が
な
い
と

き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

③

合
併
し
よ
う
と
す
る
各
認
可
地
縁
団
体
は
、
前
条
及
び
前
二
項
の
規
定
に
よ
る
手

続
が
終
了
し
た
場
合
に
は
、
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
共
同
で
、
遅
滞

な
く
、
そ
の
旨
を
市
町
村
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
百
六
十
条
の
四
十
二

合
併
に
よ
り
認
可
地
縁
団
体
を
設
立
す
る
場
合
に
は
、
規

（
新
設
）

約
の
作
成
そ
の
他
認
可
地
縁
団
体
の
設
立
に
関
す
る
事
務
は
、
各
認
可
地
縁
団
体
に

お
い
て
選
任
し
た
者
が
共
同
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
百
六
十
条
の
四
十
三

合
併
後
存
続
す
る
認
可
地
縁
団
体
又
は
合
併
に
よ
り
設
立

（
新
設
）

し
た
認
可
地
縁
団
体
は
、
合
併
に
よ
り
消
滅
し
た
認
可
地
縁
団
体
の
一
切
の
権
利
義

務
（
当
該
認
可
地
縁
団
体
が
そ
の
行
う
活
動
に
関
し
行
政
庁
の
認
可
そ
の
他
の
処
分

に
基
づ
い
て
有
す
る
権
利
義
務
を
含
む
。
）
を
承
継
す
る
。
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第
二
百
六
十
条
の
四
十
四

市
町
村
長
は
、
第
二
百
六
十
条
の
四
十
一
第
三
項
の
規
定

（
新
設
）

に
よ
る
届
出
が
あ
つ
た
と
き
は
、
当
該
届
出
に
係
る
合
併
に
つ
い
て
第
二
百
六
十
条

の
三
十
九
第
三
項
の
認
可
を
し
た
旨
そ
の
他
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項
を
告
示
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

②

認
可
地
縁
団
体
の
合
併
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
告
示
に
よ
り
そ
の
効
力
を
生
ず

る
。

③

合
併
に
よ
り
設
立
し
た
団
体
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
告
示
の
日
に
お
い
て
認

可
地
縁
団
体
と
な
つ
た
も
の
と
み
な
す
。

④

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
告
示
し
た
事
項
は
、
第
二
百
六
十
条
の
二
第
十
項
の
規
定

に
よ
り
告
示
し
た
事
項
と
み
な
す
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
合
併
後
存
続
す
る
認
可

地
縁
団
体
に
係
る
同
項
の
規
定
に
よ
る
従
前
の
告
示
は
、
そ
の
効
力
を
失
う
。

⑤

第
二
百
六
十
条
の
四
第
一
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
告
示
が
あ
つ
た

場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
二
百
六
十
条
の
四
十
五

市
町
村
長
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き

（
新
設
）

は
、
第
二
百
六
十
条
の
三
十
九
第
三
項
の
認
可
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。

一

第
二
百
六
十
条
の
三
十
九
第
三
項
の
認
可
を
し
た
日
か
ら
六
月
を
経
過
し
て
も

第
二
百
六
十
条
の
四
十
一
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
な
い
と
き
。

二

認
可
地
縁
団
体
が
不
正
な
手
段
に
よ
り
第
二
百
六
十
条
の
三
十
九
第
三
項
の
認

可
を
受
け
た
と
き
。

②

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
告
示
後
に
前
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）

の
規
定
に
よ
り
第
二
百
六
十
条
の
三
十
九
第
三
項
の
認
可
が
取
り
消
さ
れ
た
と
き
は
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、
当
該
認
可
に
係
る
合
併
を
し
た
認
可
地
縁
団
体
は
、
当
該
合
併
の
効
力
が
生
じ
た

日
後
に
合
併
後
存
続
し
た
認
可
地
縁
団
体
又
は
合
併
に
よ
り
設
立
し
た
認
可
地
縁
団

体
が
負
担
し
た
債
務
に
つ
い
て
、
連
帯
し
て
弁
済
す
る
責
任
を
負
う
。

③

前
項
に
規
定
す
る
場
合
に
は
、
当
該
合
併
の
効
力
が
生
じ
た
日
後
に
合
併
後
存
続

し
た
認
可
地
縁
団
体
又
は
合
併
に
よ
り
設
立
し
た
認
可
地
縁
団
体
が
取
得
し
た
財
産

は
、
当
該
合
併
を
し
た
認
可
地
縁
団
体
の
共
有
に
属
す
る
。

④

前
二
項
に
規
定
す
る
場
合
に
は
、
各
認
可
地
縁
団
体
の
第
二
項
の
債
務
の
負
担
部

分
及
び
前
項
の
財
産
の
共
有
持
分
は
、
各
認
可
地
縁
団
体
の
協
議
に
よ
つ
て
定
め
る

。
第
二
百
六
十
条
の
四
十
六

（
略
）

第
二
百
六
十
条
の
三
十
八

（
略
）

第
二
百
六
十
条
の
四
十
七

（
略
）

第
二
百
六
十
条
の
三
十
九

（
略
）

第
二
百
六
十
条
の
四
十
八

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
認
可
地

第
二
百
六
十
条
の
四
十

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
認

縁
団
体
の
代
表
者
又
は
清
算
人
は
、
非
訟
事
件
手
続
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
五

可
地
縁
団
体
の
代
表
者
又
は
清
算
人
は
、
非
訟
事
件
手
続
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律

十
一
号
）
に
よ
り
、
五
十
万
円
以
下
の
過
料
に
処
す
る
。

第
五
十
一
号
）
に
よ
り
、
五
十
万
円
以
下
の
過
料
に
処
す
る
。

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

三

第
二
百
六
十
条
の
四
十
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
財
産
目
録
を
作
成
せ
ず

（
新
設
）

、
若
し
く
は
備
え
置
か
ず
、
又
は
こ
れ
に
記
載
す
べ
き
事
項
を
記
載
せ
ず
、
若
し

く
は
虚
偽
の
記
載
を
し
た
と
き
。

四

第
二
百
六
十
条
の
四
十
第
二
項
又
は
第
二
百
六
十
条
の
四
十
一
第
二
項
の
規
定

（
新
設
）

に
違
反
し
て
、
合
併
を
し
た
と
き
。
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事 務 連 絡 

令和４年５月 24 日 

 

 

都道府県水道行政担当部（局） 担当者 殿            

厚生労働大臣認可水道事業者  担当者 殿 

 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局水道課 

 

 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律 

の整備に関する法律（住民基本台帳法の一部改正）の施行について 

 

水道行政の推進につきましては、平素より格別のご尽力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

住民基本台帳法（昭和 42 年法律第 81 号。以下「住基法」）の一部改正を含む「地域の自

主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（令

和４年法律第 44号。以下「第 12次地方分権一括法」という。）につきましては、令和４年

３月４日に第 208 回国会へ法案が提出され、同年５月 13 日に可決成立し、５月 20 日に公

布されました。 

同年８月 20日より住基法の一部改正が施行され、これにより、水道法（昭和 32年法律第

177号）の規定に基づく指定給水装置工事事業者の指定の申請等に関する事務について、地

方公共団体が住民基本台帳ネットワークシステムを利用して本人確認情報の提供を受ける

ことができることとなり、当該システムを活用する水道事業者においては、個人にあっては

住民票の写しの添付が不要となります。なお、水道事業者による当該システムの利用にあた

っては、必要に応じて各地方公共団体の関係部局等と調整の上、運用していただくようお願

いいたします。 

都道府県水道行政担当部（局）におかれましては、貴管下都道府県知事認可の水道事業者

に対して、本件を周知いただきますようよろしくお願いいたします。 

 

（連絡先） 

厚生労働省医薬・生活衛生局水道課 

担 当：中添、上島、澤田 

電 話：03-3595-2368（直通） 

E-mail：suidougijutsu@mhlw.go.jp 
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健発 0520 第 3 号 

令和４年５月 20 日 

 

 

 

各             殿 

 

 

 

厚生労働省健康局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律による児童福祉法及び難病の患者に対する医

療等に関する法律の一部改正等について（通知） 

 

「令和３年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和３年 12 月 21 日閣議

決定）を踏まえ、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律」（令和４年法律第 44 号。以下「第 12 次地方

分権一括法」という。）及び「児童福祉法施行規則及び難病の患者に対する医療

等に関する法律施行規則の一部を改正する省令」（令和４年厚生労働省令第 85

号。以下「省令」という。）が本日公布されたところである。 

第12次地方分権一括法及び省令による児童福祉法（昭和22年法律第164号）、

児童福祉法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 11 号）、難病の患者に対する医療等

に関する法律（平成 26 年法律第 50 号。以下「難病法」という。）及び難病の患

者に対する医療等に関する法律施行規則（平成 26 年厚生労働省令第 121 号。以

下「難病法施行規則」という。）の改正の趣旨及び内容は、下記のとおりである

ので、十分御了知の上、関係者、関係団体等に対し、その周知徹底を図るととも

に、その運用に遺漏なきを期されたい。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

都道府県は、難病法に基づく特定医療費の支給認定を行う際、認定を受け

た患者が特定医療を受ける指定医療機関を定め（難病法第７条第３項）、当

該「指定医療機関の名称」等を記載した医療受給者証を交付しなければなら

ない（同条第４項）とされており、また、利用する指定医療機関を新たに定

め、又は変更する場合には、その度に変更の手続を行う必要があるところ、

「令和３年の地方からの提案等に関する対応方針」を踏まえ、都道府県の判

都 道 府 県 知 事 

指 定 都 市 市 長 

中 核 市 市 長 

児童相談所設置市市長 
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断により、例えば「○○県の指定医療機関」等、医療受給者証への包括的な

記載が可能であることを明確化することとした。 

これに伴い、特定医療費の支給認定の変更の認定を行う場合において、支

給認定患者等に対し、医療受給者証の提出を求めなければならないとする義

務付けを廃止することとした。 

これに併せて、小児慢性特定疾病医療費の支給について定める児童福祉法

においても同様の義務付けがあることから、難病法と同様の改正を行うこと

とした。 

 

第２ 改正の内容 

１ 難病法及び難病法施行規則の一部改正 

（１） 難病法第７条第４項を改正し、都道府県が特定医療費の支給認定をし

たときに支給認定を受けた指定難病の患者又はその保護者（以下「支給

認定患者等」という。）に交付する医療受給者証における指定難病の患者

が特定医療を受ける指定医療機関の記載について、包括的な記載が可能

であることを明確化した。 

（２） 難病法第 10 条第２項及び第３項を改正し、都道府県が特定医療費の

支給認定の変更の認定を行う場合において、支給認定患者等に対し、医

療受給者証の提出を求めなければならないとする義務付けを廃止し、必

要があるときは提出を求めることができることとした。 

    また、これに伴い、難病法施行規則第 33 条第１項及び第３項を改正

し、支給認定の変更に係る申請書を提出した支給認定患者等は、都道府

県から医療受給者証の提出を求められたときは、これを都道府県に提出

しなければならないこととした。 

 

２ 児童福祉法及び児童福祉法施行規則の一部改正 

児童福祉法第 19 条の５第２項及び第３項を改正し、都道府県が小児慢性

特定疾病医療費の支給認定の変更の認定を行う場合において、医療費支給認

定保護者又は医療費支給認定患者に対し、医療受給者証の提出を求めなけれ

ばならないとする義務付けを廃止し、必要があるときは提出を求めることが

できることとした。 

また、これに伴い、児童福祉法施行規則第７条の 27 第１項及び第３項を

改正し、支給認定の変更に係る申請書を提出した医療費支給認定保護者又は

医療費支給認定患者は、都道府県から医療受給者証の提出を求められたとき

は、これを都道府県に提出しなければならないこととした。 

 

第３ 施行期日 

本日から施行することとした。 

 

第４ 留意事項 
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当該制度改正を踏まえた運用にあたっては、第１から第３までのほか、以

下に留意の上、適切な運用を行うこと。 

 

１ 今般の改正により、医療受給者証に指定医療機関の名称を包括的に記載し

た場合において、患者が特定医療を受ける指定医療機関を変更したときは、

医療受給者証上の指定医療機関名を変更する必要がなければ、医療受給者証

の書き換えは不要であること。 

 

２ 医療受給者証に指定医療機関の名称を包括的に記載した場合においても、

引き続き特定医療を受けられる医療機関は難病法第７条第３項により定め

られる指定医療機関に限られることについて、支給認定患者等や指定医療機

関に対して適切に周知すること。 

 

３ 指定医療機関の名称を包括的な記載に変更する場合、医療受給者証の更新

時に順次記載を変更することを想定しているが、支給認定患者等が、包括的

な記載に変更する前に医療受給者証に記載がない指定医療機関の受診を希

望する場合には、特定医療を受けることができる旨、支給認定患者等及び指

定医療機関に周知する等の対応を行うこと。また、支給認定患者等が、本来

の更新時期より前に、医療受給者証上の指定医療機関の名称の包括的な記載

への変更を希望する場合は、個別に手続を行うことができる旨、支給認定患

者等に併せて周知すること。 

 

別添１ 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律（令和４年法律第 44 号）（条文） 

別添２ （抜粋）地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律（令和４年法律第 44 号）（新旧対照表） 

別添３ 児童福祉法施行規則及び難病の患者に対する医療等に関する法律施行

規則の一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令第 85 号）（条文） 

 

 

 

以上 

48



国 住 指 第 1 2 6 号 

令和４年５月 20 日 

 

都道府県建築行政主務部長 殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課長 

（公印省略） 

 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の 

整備に関する法律等の施行について（技術的助言） 

 

 令和３年の地方分権改革に関する提案募集において、建築基準法（昭和 25年法律第 201号）に

おける応急仮設建築物の存続期間の延長を可能とすべきとの要望を受け、所要の検討を行い、「令

和３年の地方からの提案等に関する対応方針」が令和３年 12月 21日に閣議決定された。 

これに伴い、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律」（令和４年法律第 44号）が本日公布され、建築基準法に係る部分（以下「改正法」

という。）については公布の日から１月を超えない範囲内で政令で定める日（５月末を予定）から

施行されることとなった。 

また、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律の一部の施行に伴う関係政令の整備に関する政令」及び「建築基準法施行規則の一部を改

正する省令」は公布に向けた準備中であるが、改正法の施行日から施行される予定である。 

つきましては、改正後の建築基準法等の運用について、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）

第 245 条の４第１項の規定に基づく技術的助言として、下記のとおり通知するので、その運用に 

遺憾なきようお願いする。 

貴職におかれましては、貴管内の特定行政庁に対してもこの旨周知方お願いする。 

 

記 

 

１．改正概要 

 改正法の施行前は、建築基準法（以下「法」という。）第 85条第１項若しくは第２項の応急仮

設建築物、法第 87条の３第１項の災害救助用建築物又は同条第２項の公益的建築物（以下「応

急仮設建築物等」という。）について、建築工事完了後又は用途の変更を完了した後３月を超え

て存続等をする必要がある場合、特定行政庁は２年以内の期間を限ってその許可をすることがで

きたが、改正法の施行後は、安全上、防火上及び衛生上支障がなく、かつ、公益上やむを得ない

と認める場合においては、更に１年を超えない範囲内において許可の期間を延長することが可能

となる。 

 

２．許可の期間の延長手続きについて（法第 85条第５項、法第 87条の３第５項関係） 

特定行政庁は、応急仮設建築物の建築をした者等から、法第 85条第４項又は法第 87条の３第

４項に基づき許可を受けた期間を超えて使用したい旨の申請があった場合は、当該応急仮設建築
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物等の維持管理状況等から安全上、防火上及び衛生上支障なく、かつ、災害からの復旧・復興の

状況や恒久的な建築物の供給状況等から公益上やむを得ないと認める場合に限り、更に１年を超

えない範囲内において許可の期間の延長を行うこと。また、当該延長に係る期間が満了した場合

も同様に取り扱うこととし、応急仮設建築物等の許可の期間が徒に延長されることのないよう留

意すること。 

   

３．建築審査会の同意について（法第 85条第８項、法第 87条の３第８項関係） 

 特定行政庁は、改正後の法第 85条第５項又は第 87条の３第５項の規定により応急仮設建築物

等の許可の期間を延長する場合において、不要な長期の存続防止を図る観点から、あらかじめ、

建築審査会の同意を得なければならないこととした。ただし、公益上特に必要なものとして国土

交通省令で定める予定の以下①～⑥の用途に供する応急仮設建築物等については、建築審査会の

同意を不要とする。 

 ①官公署 

 ②病院又は診療所 

 ③学校 

 ④児童福祉施設等（建築基準法施行令（昭和 25年建設省令第 40号）第 19条第１項に規定す

る児童福祉施設等をいう。） 

 ⑤災害救助法（昭和 22年法律第 118号）に基づき地方公共団体が被災者に供与する応急仮設

住宅 

 ⑥上記に掲げるもののほか、被災者の日常生活上の必要性の程度においてこれらに類する用途 

 なお、⑥に該当する具体的な用途としては、応急仮設住宅に附属して設置される集会所等の被

災者が日常的に利用する公益性の高いもののほか、「コロナ禍の状況に対応するための仮設の施

設の設置にあたっての建築基準法第 85条第２項等の適用について」（令和３年１月７日付け国住

指第 3474号）で示したコロナ禍の状況に対応するための仮設の施設等が考えられる。 

 なお、応急仮設建設物等の許可の期間の延長に係る事務は各特定行政庁（限定特定行政庁を含

む。）が行うこととしているが、建築審査会が置かれていない限定特定行政庁において、建築審

査会の同意が必要な用途の応急仮設建築物等の許可の期間を延長する場合には、あらかじめ、当

該限定特定行政庁を包括する都道府県の建築審査会の同意を得ることとする予定のため留意され

たい。 

 

４．その他 

改正法の施行に伴い、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関す

る法律（平成８年法律第 85号）第８条及び東日本大震災復興特別区域法（平成 23年法律第 122

号）第 17条の規定が削除されるが、改正法の施行前にこれらの規定に基づき許可の期間を延長

した応急仮設建築物等については、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律附則第 11条及び附則第 14条により、改正後の法第 85条第５

項、法第 87条の３第５項に基づき許可の期間の延長をされたものとみなすこととされている。

なお、今後、改めて許可の期間を延長する場合には、改正後の法第 85条第５項、法第 87条の３

第５項に基づき、対応されたい。 
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